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企業の防災対策に関するアンケート調査

〇
期
間　

　

令
和
５
年
７
月
27
日
㈭
～
８
月
10
日
㈭

〇
調
査
方
法　

郵
送
お
よ
び
ウ
ェ
ブ
フ
ォ
ー

　

ム
か
ら
の
回
答
受
付

〇
調
査
対
象　

福
井
県
内
商
工
会
議
所
会
員　
　

　

企
業
６
６
０
０
社

〇
回
収
数　

１
４
９
７
社
（
22
・
７
％
）

防
災
対
策
の
取
り
組
み
状
況

　

企
業
の
防
災
対
策
の
取
り
組
み
は
、「
十

分
に
取
り
組
ん
で
い
る
」
７
・
７
％
、「
十
分

で
は
な
い
が
取
り
組
ん
で
い
る
」
51
・
５
％

と
、
約
６
割
で
何
ら
か
の
防
災
対
策
に
取
り

組
ん
で
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
業
種
別
で

は
、
運
送
業
で
防
災
対
策
の
取
り
組
み
割
合

が
高
く
「
十
分
に
取
り
組
ん
で
い
る
」「
十

分
で
は
な
い
が
取
り
組
ん
で
い
る
」
を
合
わ

せ
る
と
79
・
５
％
に
上
る
。
一
方
で
卸
売
業

（
53
・
１
％
）
と
サ
ー
ビ
ス
業
（
56
・
０
％
）

は
全
体
よ
り
も
や
や
低
い
。
従
業
員
規
模
別

で
は
、
従
業
員
が
多
く
な
る
に
連
れ
て
防
災

対
策
の
取
り
組
み
割
合
が
高
く
な
る
。

　

具
体
的
な
防
災
対
策
は
、「
災
害
時
に
対

す
る
保
険
加
入
」
が
65
・５
％
と
最
も
高
く
、

「
通
信
手
段
の
確
保
」
が
55
・
１
％
、「
備
蓄

（
水
・
食
料
等
）
の
確
保
」
が
40
・
８
％
と

続
い
た
。

Ｂ
Ｃ
Ｐ
（
事
業
継
続
計
画
）
の
策
定
状
況

　

緊
急
時
や
災
害
時
に
備
え
た
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
策

定
状
況
に
つ
い
て
は
、「
策
定
済
み
」
は
９
・

８
％
、「
策
定
中
・
検
討
中
」
は
13
・
６
％

だ
っ
た
。
業
種
別
で
は
、
製
造
業
と
運
送
業

で
「
策
定
済
み
」「
策
定
中
・
検
討
中
」
を

合
わ
せ
て
約
３
割
と
高
か
っ
た
の
に
対
し
、

小
売
業
と
飲
食
業
は
２
割
以
下
と
低
い
状
況

だ
っ
た
。
従
業
員
規
模
別
で
は
、
51
名
以
上

の
企
業
で｢

策
定
済
み｣

｢

策
定
中
・
検
討

中｣

を
合
わ
せ
て
５
割
を
超
え
る
も
の
の
、

そ
れ
以
下
の
規
模
の
企
業
で
は
「
策
定
し
て

い
な
い
」
割
合
が
高
い
。

Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
の
き
っ
か
け

　

Ｂ
Ｃ
Ｐ
を
策
定
済
み
の
企
業
に
そ
の
き
っ

か
け
を
尋
ね
た
と
こ
ろ
、「
自
社
で
必
要
と

判
断
し
た
」
が
62
・
９
％
と
最
も
高
く
、「
Ｃ

Ｓ
Ｒ
の
一
環
」
が
16
・
１
％
、「
自
然
災
害

が
増
え
た
た
め
」
14
・
０
％
の
回
答
も
あ
っ

た
。
作
成
方
法
に
は
、「
自
社
で
作
成
」
が

最
も
高
く
69
・
４
％
で
あ
り
、
保
険
会
社
や

支
援
機
関
、
専
門
家
等
に
サ
ポ
ー
ト
を
依
頼

し
た
割
合
は
１
割
以
下
だ
っ
た
。

　

ど
の
よ
う
な
リ
ス
ク
を
想
定
し
Ｂ
Ｃ
Ｐ

を
策
定
し
た
か
の
問
い
に
は
、「
地
震
」
が

89
・
７
％
と
最
も
高
く
、「
水
害
」が
77
・
９
％
、

「
雪
害
」
が
51
・
７
％
と
続
き
、
自
然
災
害

に
対
す
る
リ
ス
ク
が
上
位
を
占
め
た
。

　

Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、「
毎
年

必
ず
見
直
し
て
い
る
」
が
26
・
２
％
で
、「
毎

年
で
は
な
い
が
定
期
的
に
見
直
し
て
い
る
」

「
今
後
見
直
し
を
検
討
し
て
い
る
」
を
含
め

る
と
９
割
を
超
え
、
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
定
期
的
な
見

直
し
に
対
す
る
意
識
は
高
い
状
況
が
伺
え

る
。
ま
た
、
策
定
後
、
経
営
面
や
災
害
時
に

役
に
立
っ
た
こ
と
が
あ
る
か
と
の
問
い
に

は
、「
役
に
立
っ
た
」
が
29
・
５
％
だ
っ
た
。

Ｂ
Ｃ
Ｐ
を
策
定
し
て
い
な
い
理
由

　

Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
を
検
討
し
て
い
な
い
企
業

に
、
そ
の
理
由
を
尋
ね
た
と
こ
ろ
「
策
定
に

必
要
な
ノ
ウ
ハ
ウ
・
ス
キ
ル
が
な
い
か
ら
」

が
54
・
０
％
と
最
も
高
く
、「
自
社
に
は
必

要
性
を
感
じ
な
い
」
が
31
・
７
％
、「
策
定

す
る
人
的
余
裕
が
な
い
」
が
25
・
２
％
と
続

い
た
。
ま
た
、
ど
の
よ
う
な
メ
リ
ッ
ト
が
あ

れ
ば
Ｂ
Ｃ
Ｐ
を
策
定
す
る
か
と
の
問
い
に

は
、「
補
助
金
の
優
先
採
択
」が
57
・
６
％
、「
防

災
・
減
災
設
備
へ
の
税
制
優
遇
」
が
55
・
４
％

と
上
位
を
占
め
た
。

行
政
や
支
援
機
関
に
求
め
る
支
援
策

　

企
業
の
防
災
対
策
に
つ
い
て
、
行
政
や
支

援
機
関
に
求
め
る
支
援
策
は
、「
災
害
対
応

力
の
向
上
を
目
的
と
し
た
セ
ミ
ナ
ー
の
開

催
」「
Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
」
が

30
・
２
％
と
最
も
高
く
、「
Ｂ
Ｃ
Ｐ
ひ
な
形

の
提
供
」
が
29
・
７
％
と
続
い
た
。

調
査
概
要

業種内訳グラフ1従業員規模内訳グラフ2

サービス
業 14.6％

建設業
22.2％

小売業
16.0％ 卸売業

10.9％

飲食業
6.2％

運送業
2.6％

101～300人 4.8％ その他 7.8％

製造業
19.7％

0人
7.0％

1～5人
41.4％

6～10人
14.6％

11～20人
14.4％

21～50人
12.2％

51～100人
5.6％

お
問
合
せ
先

　

福
井
商
工
会
議
所　

創
業
・
経
営
支
援
課

０
７
７
６（
33
）８
２
８
３

防災対策の取り組み状況グラフ3

十分に取り組んでいる
7.7％

十分ではない
が取り組んで
いる
51.5％

取り組んで
いない
40.8％

BCPの策定状況グラフ4

策定済み 9.8％

策定中・
検討中
13.6％

策定してない
76.6％

毎年必ず
見直ししている

26.2％

数年は見直しをする
つもりはない
9.3％

今後見直しを
検討している
22.7％

毎年ではないが
定期的に見直しをしている

41.8％

BCPの見直し予定グラフ5

行政や支援機関に求める支援策（上位 5つ）

BCP策定を検討していない理由（上位 5つ）

実施済みの防災対策（上位５つ）

BCP策定時に想定した
リスク（上位 5つ）

災害対応力の向上を目的としたセミナーの開催
（30.2％）

BCP策定セミナーの開催（30.2％）

BCPひな形の提供（29.7％）

防災を目的とした補助金の創設（23.1％）

支援策・施策の情報提供（21.7％）

策定に必要なノウハウ・スキルがない（54.0％）

自社には必要性を感じない（31.7％）

策定する人的余裕がない（25.2％）

忙しくて策定する時間がない（21.8％）

どこに相談すればいいかわからない（20.4％）

災害に対する保険加入（65.5％）

通信手段の確保（55.1％）

水 ･食料等の確保（40.8％）

情報システムの安全確保（35.2％）

緊急時の仕入先・外注先の確保（26.0％）

地　震（89.7％）

水　害（77.9％）

雪　害（51.7％）

感染症（39.3％）

火　事（35.9％）


